
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

交通政策審議会 交通体系分科会 地域公共交通部会
中間とりまとめ（素案） 参考資料

資料4



306 306 290 308 289 307 339 311 262 245 
414 

63 
13 14 68 49 112 84 51 73 

506 469 

807 

0
200
400
600
800

1,000
1,200

24補正
+25当初

25補正
+26当初

26補正
+27当初

27補正
+28当初

28補正
+29当初

29補正
+30当初

30補正
+31当初

R1補正
+R2当初

R2補正
+R3当初

R3補正
+R4当初

R4補正
+R5当初

・自治体と事業者は、交通サービス内容、
費用負担等の協定を締結

・国は、複数年支援の額を事前明示
（事業改善インセンティブ）

(※1)エリア一括協定運行事業

地域公共交通関係予算（Ｒ４補正予算・Ｒ５予算案）

（億円）
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当初

○ 道路 ○ 港湾 ○ 河川
○ 砂防 ○ 下水道 ○ 海岸
○ 都市公園 ○ 市街地整備
○ 住宅 ○ 住環境整備 等

(※2)社会資本整備総合交付金

「地域公共交通再構築」を追加
「市街地整備」の「都市・地域交通
戦略推進事業」を拡充

・基幹事業の効果
を高めるために
必要な事業

・全体事業費の
２割目途

GX/DX車両

○ 地域公共交通確保維持改善事業
・地域交通への運行支援
・エリア一括協定運行事業(※1)
・地域公共交通再構築調査事業
・交通DX・GX
・共創モデル実証プロジェクト

○ 観光庁計上予算（交通事業者支援）
・交通による観光地の高付加価値化
事業
・インバウンド受入環境整備事業

○ 社会資本整備総合交付金(※2)
等

主なR4補正予算・R5予算案

基幹事業 効果促進事業

EVバスの
充電施設

停留所
乗換所

駅舎の
新改築・移設

軌道強化
（高速化）

交通手段
が重複

ネットワーク
の統合

エリア一括
協定運行

（R5～） （R5～）
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地域公共交通確保維持改善事業（令和4年度補正:415億円 令和5年度予算案:207億円）

●共創モデル実証プロジェクト
・他分野・官民・交通事業者間の共創による交通プロジェクト（葉の交通、
共同経営、スタートアップ企業なども支援）

・地域交通・まちづくり人材の育成の支援

●地域公共交通再構築調査事業
（ローカル鉄道再構築）
・ローカル鉄道の再構築協議会設置・実証事業

●交通DX・GXによる経営改善支援事業
地域交通事業者によるGX・DX等による経営効率化の取組支援
・EVバス・タクシー、AIオンデマンド交通
・実証運行
・旅客運送事業者の人材確保

●自動運転実証調査事業
・自動運転の社会実装に向けた実証事業

地域鉄道の安全対策

キャッシュレス決済新規ツアー商品造成 地域交通活用イベント

自動運転バスの運行
エネルギー×交通医療・介護×交通

・地域鉄道における安全性向上に資する設備整備支援（令和4年度補正:29億円 令和5年度予算案:26億円）

地域公共交通再構築事業等（社会資本整備総合交付金等）（令和5年度予算案:約5492億円の内数）

●地域公共交通再構築事業
地域交通ネットワークの再構築に必要な鉄道施設・バス
施設のインフラ整備を支援 ※効果促進事業で車両導入可能

●都市・地域交通戦略推進事業
都市の骨格となる公共交通軸の再構築の
ため、LRT・BRT・鉄道の走行空間を整備

※先進車両導入支援関連事業
（令和5年度予算案:17億円）

交付金と併せてEVバス・自動運転バス
などの先進車両を導入 ※非公共予算

●地域公共交通確保維持改善事業
・持続可能な地域交通を確保するための継続的な運行支援
・公共交通におけるバリアフリー整備加速化
・地域公共交通計画などの策定支援

●エリア一括協定運行事業
地方自治体が事業者と協定を締結して
一定エリアの公共交通を一括して運行
する場合の補助制度を創設

地域公共交通関係予算一覧（令和４年度補正予算・令和５年度予算案）
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観光地の高付加価値化事業（令和4年度補正:200億円） 訪日外国人受入環境整備（令和4年度補正:163億円）

交通事業者が、観光事業者と連携して、地域交通を活用した観光地
の魅力向上・高付加価値化を図る取組
・ラッピング列車など観光イベントの開催
・新規ツアー商品造成

公共交通におけるインバウンド受入環境整備を図る取組
・多言語対応のデジタルサイネージ
・キャッシュレス決済設備導入 等


